
学会等助成金支給規程 

 

（目的） 

第１条 本規程は、横浜市立大学学術研究会（以下「本会」という）が学会等の学術活動に対して支給

する助成金に関して必要な事項を定め、もって会員の研究活動を支援することを目的とする。 

 

（助成対象） 

第２条 助成金は、本会の正会員が主たる主催者であり、かつ横浜市立大学が主催校または幹事校と

なって行う、次の各号に示す学術活動に対して支給する。 

(1) 会員資格に地域的な制限を設けていない学会の開催 

(2) 会員資格に地域的な制限を設けていない学会の部会の開催 

(3) 横浜市が予算の大部分を負担する学術セミナーおよび学術的な大会の開催 

(4) 学生対象の講義、講演会、セミナー等の開催 

２ 前項の各号に示す学会等の開催場所は横浜市内であることを要件とする。 

３ 同条第１項第１号もしくは第２号の場合、学会員ないし部会員の人数は５０名以上であることを要

件とする。 

４ 同条第１項第１号乃至第３号に該当する学会等をオンライン、またはオンラインと対面との混合形

式で開催する場合、その開催形式をとる理由を申請時に説明しなければならない。 

５ 同条第１項第４号の場合、受講者のほぼすべて（目安として８割程度）が本会学生会員でなければ

ならない。 

 

 （支給額） 

第３条 支給額は１件につき１０万円を上限として支給する。ただし、前条第１項第２号に規定する場

合には、５万円を上限として支給とする。同４号に規定する場合には、１万５千円を上限として講師

に支給する。 

２ 助成金の年間支給額は、５０万円を超えないものとする。 

 

（申請・支給決定手続き） 

第４条 助成金の申請は当該学会等の主たる主催者である本会正会員（以下、「申請者」という）が行

うものとする。 

２ 申請者は、遅くとも当該学会等の開催日の直前に行われる本会運営委員会（以下、「運営委員会」

という）の前日までに、学会等助成金内規第１条に定める書類を本会に提出しなければならない。 

３ 同一の者が当該年度内に２度以上申請することはできない。 

４ 助成金の支給の可否および支給額については、運営委員会の審議を経て決定する。 

５ 本会は、支給が決定した場合には申請者に対して遅滞なく助成金を交付しなければならない。 

 

（支給額の変更・支給の取り消し） 

第５条 申請者は当該学会等の開催を中止する場合、もしくは開催形式を変更する場合、速やかに本会

に届け出、その理由を説明しなければならない。 

２ 前項に基づき、示された理由の如何によっては、本会は運営委員会の審議を経て支給額を変更もし

くは支給を取り消しうるものとする。 

３ 前項によって支給額の変更もしくは支給の取り消しがなされた場合、助成金の支給を受けた者は可

及的速やかに助成金の一部もしくは全額を本会に返還しなければならない。 



（助成金の使途） 

第６条 本助成金の使途は横浜市立大学基礎研究費に関する取扱いに準ずるものとする。 

 

（報告） 

第７条 申請者は本会対し、当該学会等が終了した後、遅滞なく学会等助成金内規第２条に定める書類

を本会に提出しなければならない。 

 

（書類の追加請求・提出） 

第８条 運営委員会は審議に必要だと判断した場合、申請者に対し、学会等助成内規第１条および第２

条に定める書類以外の書類も請求できるものとし、申請者は特段の事情がないかぎり、これに応じる

ものとする。 

 

（助成金の不正受給および不正または不適切な使用等に対する措置） 

第９条 助成金の申請、受給、または使用において、不正または不適切行為があった場合、本会は申請

者に対し、運営委員会の審議を経て助成金の支給決定の取り消し、および助成金の返還を命じること

ができる。 

 

付 則 

本規程は平成２６年５月２２日から施行する。 

 付 則 

本規程は令和元年６月２８日から施行する。 

 付 則 

本規程は令和３年３月２３日から施行する。 

 

 

 

 

学会等助成金内規 

 

第１条 学会等助成金支給規程（以下、「規程」という）４条２項に定める申請手続きに際し、申請者

は次の各号に示す書類を本会に提出しなければならない。 

(1) 申請書（所定の様式） 

(2) 請求書（所定の様式） 

(3) 当該学会等の開催案内（ウェブサイトのプリントアウトまたはフライヤー、プログラム等のコ

ピー） 

２ 前項３号の書類には次の各号に示す事項が記載されていることを要件とする。 

(1) 当該学会等の名称、開催期間 

(2) 当該学会等の主催校または幹事校 

(3) 当該学会等の開催・運営における申請者の役職 

(4) 当該学会等のプログラム概要 

(5) 当該学会等の参加料徴収の有無、及び徴収する場合、その金額 

 



第２条 規程６条に定める報告手続きに際し、申請者は当該学会等の種別に応じて次の各項に示す書類

を本会に提出しなければならない。 

２ 規程２条１項１号乃至３号の学会等の場合、次の各号に示す書類を提出しなければならない。 

(1) 報告書（所定の様式） 

(2) 助成金の使途内訳書 

(3) 助成金で支払った諸代金の領収書原本（なお、アルバイト謝金については、所定の領収書様式

を用いるものとする。） 

(4) 当該学会等の収支書 

３ 第２条第１項第４号の学生対象の講義、講演会、セミナー等の場合、報告書（所定の様式）ととも

に、助成金領収書（所定の様式）に当該講師の署名を受け、提出しなければならない。 

 

第３条 学会等助成金支給規程第２条 1 項（4）に示す学生対象の講義、講演会、セミナー等への助成

について、次のとおり定める。 

２ イベント１件につき講師１名に１万 5 千円を支給する。 

３ 1 件のイベントに複数名の講師を招聘するときは、うち１名に関してのみ助成金の申請および受給

ができるものとする。 

４ 助成金は原則として、現金で交付する。ただし、申請者の所属が八景キャンパス以外である場合や、

その他の事由により現金交付／受給が困難であると運営委員会が認めた場合、請求書を提出すれば、

口座振込での交付にも対応する。 

５ 当該講師は助成金を受け取る際に助成金領収書に署名する。申請者はその領収書を報告書と併せて

本会に提出する。 

第４条 学会等助成金の交付を受けたイベントの種別にかかわらず、受給者は本会の広報のため、以下

に努めるものとする。 

（1）イベントのプログラムや会場内の掲示物等に、助成団体として横浜市立大学学術研 

究会の名を記すこと 

（2）開会、閉会の辞等において、横浜市立大学学術研究会から助成を受けた旨告知する 

こと 

２ 申請者は前項に掲げる広報活動ができなかった場合、その合理的な理由を説明しなければならない。 

 

 

付 則 

本内規は令和元年 12 月 20 日より施行する。 

付 則 

 本内規は令和 3 年 2 月 23 日より施行する 


